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平成 20年 4月 25日 
各 位 

上 場 会 社 名 株式会社 西日本シティ銀行 
上 場 取 引 所 東証第１部、大証第１部、福証市場
コ ー ド 番 号 ８３２７
本 店 所 在 地 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号
代 表 者 取 締 役 頭 取  久保田 勇夫
問合せ先責任者 取締役総合企画部長 光富 彰 
Ｔ Ｅ Ｌ （092）476－1111（大代表）

新中期経営計画「New Stage 2008」について 

当行は、今後 3年間（平成 20年 4月～平成 23年 3月）を計画期間とする中期経営計画を策
定しましたので、その概要を下記の通りお知らせいたします。 

記 

1. 計画策定にあたって 

(1) 策定の背景と目的 

当行は、平成 16 年 10 月の合併以降、“合併にまつわる課題克服”に向け、人事統合・
システム統合による行員融和の促進、重複店舗統廃合による効率化、不良債権処理による
財務体質改善などに取り組み、これらにほぼ目処をつけることができました。 

 
こうした状況から、平成 18 年 10 月より、“積極経営”に転換し、営業力強化に努めた

結果、着実な成果を得つつあります。 
 

一方、この間において、当行を取り巻く環境は、著しく変化いたしました。 
 

金融・経済環境においては、足許では米国のサブプライムローン問題を発端とする金融
市場の不安定化や原油価格高騰などの影響により、先行き不透明感が高まっているものの、
基本的には、永年のデフレ経済を脱却し、金融・経済の正常化が進展いたしました。 
競争環境においては、平成 19 年 10 月に「ゆうちょ銀行」が誕生するなど、今後とも一

層の激化が予想されます。 
 

これらを踏まえ、当行は大きな転換の時期に来たと考え、新しい中期経営計画を策定す
ることといたしました。 

 
新たな西日本シティ銀行像の実現に向け、全役職員が一丸となり情熱をもって本計画の

達成を目指してまいります。 
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(2) 「New Stage 2008」と目指す銀行像 

新中期経営計画は従来と異なる新たなステージへの第一歩を踏み出すという意味を込
め“New Stage 2008”と名付けました。 

本計画は「目指す銀行像」の実現に向けたファースト・ステージであります。 
   

目指す銀行像 

国内トップレベルのサービスを地元で提供し 
お客さまとともに栄える九州№1 バンク 

① 国内トップレベルのサービスを地元で提供 

地域金融機関として地元の立場に立ち、国内トップレベルのサービスを地元で提供し
てまいります。 

★ 高度なソリューション力に基づく最先端の金融サービス 

事業承継ファンドによるＥＢＯ支援や開発型ＳＰＣなど、これまでの取組みに加え、
高度なソリューション力に基づく最先端の金融サービスを提供してまいります。 

★ 国際化対応 

海外ビジネスの展開など企業活動の国際化を支援するため、著しい為替変動に対処
できる仕組みの提供や現地情報の提供など、サポート機能を強化してまいります。 

★ 地域におけるシンクタンク機能 

地域経済のさらなる発展に寄与するため、地域におけるシンクタンクとして国内外
の最新情報を集積するとともに、これらの情報を地域社会に価値のある形で提供して
まいります。 

★ 地域経済活性化と各種社会貢献活動 

引き続き地域密着型金融を推進するとともに、従来の歴史・文化活動をさらに強化
し、ＣＳＲへの取組みを通して地域社会の活性化に貢献してまいります。 

② お客さまとともに栄える九州№1 バンク 

地域の繁栄と当行の繁栄は不可分であるとの認識のもと、地域との一体的な成長を通
じ、九州№1 バンクの実現を目指してまいります。 
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(3) 施策展開の基本的な考え方 ～当行が進むべき方向～ 

“顧客第一主義”と“収益重視” 

★ 銀行はサービス業であることを再認識し、高度なスキルをもったスペシャリストが
お客さまの立場に立ち、役に立つ商品・サービスを最適な手段で提供する。 

★ 全役職員の営業・収益意識を高め、トップラインの増強と業務オペレーションのロ
ーコスト化により、収益力を強化する。 

★ お客さまとの親密なリレーションと地域社会との濃密なコミュニケーションによ
り、地元の銀行としての存在感を高める。 

2. 新中期経営計画「New Stage 2008」の概要 

(1) 計画のフレームワーク 

   

国内トップレベルのサービスを地元で提供し

お客さまとともに栄える九州No.1バンク

　　　　新中期経営計画　「New Stage 2008」

地
元
の
お
客
さ
ま

目指す銀行像

西
日
本
シ
テ
ィ
銀
行

基　本

「顧客第一主義」
「収益重視」

業務オペレーションの
ローコスト化

営業店の分業化・専門化
人材のスペシャリスト化

お客さま起点の発想による
商品・サービス

全員営業体制

営業店サポート型本部

営業力強化による
トップラインの増強

収益力の強化

業務オペレーションの
ローコスト化

営業店の分業化・専門化
人材のスペシャリスト化

お客さま起点の発想による
商品・サービス

全員営業体制

営業店サポート型本部

営業力強化による
トップラインの増強

収益力の強化

進むべき方向

収益力強化に向けた４つの改革

意 識 ・ 行 動 改 革 サ ー ビ ス 改 革

オペレーション改革 人 事 改 革

収益力強化に向けた４つの改革

意 識 ・ 行 動 改 革 サ ー ビ ス 改 革

オペレーション改革 人 事 改 革

中計の施策
注力する

ビジネス分野

有価証券運用

ソリューションビジネス

預り資産ビジネス

消費者ローン

住宅ローン

事業性融資

有価証券運用

ソリューションビジネス

預り資産ビジネス

消費者ローン

住宅ローン

事業性融資

機 能 強 化 戦 略 グ ル ー プ 戦 略

システム戦略

法令等遵守態勢の
強化

リスクマネジメント戦略

九州カード
ＮＣＢリサーチ＆コンサル
ティング　（ＮＣＢ経営情報
サービスより社名変更予定）

銀行業務受託会社
人材派遣会社
長崎銀行

機 能 強 化 戦 略 グ ル ー プ 戦 略

システム戦略

法令等遵守態勢の
強化

リスクマネジメント戦略

九州カード
ＮＣＢリサーチ＆コンサル
ティング　（ＮＣＢ経営情報
サービスより社名変更予定）

銀行業務受託会社
人材派遣会社
長崎銀行

地 域 と の 共 栄

国際ビジネス推進

地場産業育成

知的貢献

歴史・文化活動

環境問題への積極的
取組み

地 域 と の 共 栄

国際ビジネス推進

地場産業育成

知的貢献

歴史・文化活動

環境問題への積極的
取組み

目標とする経営指標
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(2) 新中期経営計画の施策と主な内容 

① 収益力強化に向けた 4 つの改革 

収益力強化に向け、意識・行動、業務運営等の改革に取り組みます。 
 

意識・行動改革 

お客さまを第一に考える意識と行動の徹底 

• 効果的な役員営業や支店長の行動改革等により、お客さまとの接点を倍増 

• 収益・成果を重視した評価・報酬の運用をさらに徹底 
 

サービス改革 

お客さまのニーズにお応えする顧客接点の革新 

• 営業店の「営業」「貸付」「預金」の3部門を、「フロント(営業)」「サービス(預金窓口/事務)」
に再編、分業化・専門化を推進し営業スキルを高度化 

• お客さまの資産運用をサポートする専門の「資産運用アドバイザー」を各店舗に配置 
（平成20年4月に50名、平成21年度を目処に約300名配置予定） 

• お客さまへの説明態勢やＣＳ対応等を統括する「お客さまサービス部長」を主要店舗に配置 
 

オペレーション改革 

お客さまとの接点拡大に向けた内部プロセスのスリム化 

• 機械化・本部集中化・システム化を進め、営業店の内部プロセスをスリム化 

• 責任・権限を適切な職位に移行し、お客さまのご要望にスピーディーに対応 

• 内部プロセスのスリム化により創出した人員を、主に「フロント(営業)」に再配置 
 

人事改革 

女性行員の積極的な登用 

• 商品開発や各種企画などの本部企画部門や営業部門へ女性行員を積極的に登用 

• 「総合職」「地域特定職」に加え｢地域総合職｣を新設するなど、新たなキャリアプラン体系
を構築し女性行員の活躍の場を拡大 

適材適所の徹底 

• 年次・性別にとらわれない能力・適性に応じた人材配置・登用を徹底 

• 国内トップレベルの競争力を持ったスペシャリストを育成、外部からも積極的に登用 

② 機能強化戦略 

4 つの改革を下支えする基本インフラの強化に取り組みます。 

システム戦略 

• 操作性・機能性を重視し情報系システムを刷新、次期基幹系システムを23年度目処に構築 

 
法令等遵守態勢の強化 

• 銀行経営の根幹をなす法令等遵守態勢・顧客保護等管理態勢をさらに強化 

 
リスクマネジメント戦略 

• 健全な経営基盤の確立と安定した収益確保のためにリスク管理を高度化 
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③ グループ戦略 

当行の強みであるグループ総合力のさらなる向上を目指します。 

④ 地域との共栄 

国際化時代に対応し、地元企業のアジア等への進出（拠点設置、ビジネス拡大）をサ
ポートします。 
ＣＳＲへの取組みを強化し、地域経済の活性化と豊かな地域社会の実現を目指します。 
社会的要請が高まっている「環境問題」にも積極的に取り組みます。 

 

国際ビジネス推進 

• 国際ビジネスの拡大と著しい為替変動に対処できる仕組みを提供 

• 地元企業の海外取引ニーズ対応部署として「国際営業部」を新設 

• 現地トップクラスの金融機関とアライアンスを検討 

 

地場産業育成 • ベンチャー支援、事業承継対策、Ｍ＆Ａ等に対し、トップレベルの
技術を持って対応（地元企業の問題は地元で解決） 

 

知的貢献 
• ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング（ＮＣＢ経営情報サービスにシ
ンクタンク機能を付加、社名変更予定）を核とし、先端情報や各種
ノウハウを地域社会に還元 

 

歴史・文化活動 • 従来の歴史・文化活動をさらに強化し、ＣＳＲへの取組みを通して
地域社会の活性化に貢献 

 
環境問題への 

積極的取組み 

• 環境問題に取り組む企業・団体を積極支援(環境私募債、エコ定期等) 

• ペーパーレス化の推進等当行自身も環境問題への取組みを強化 

 

ＮＣＢビジネスサービス 

営業店後方業務のさらなる 
集中化を推進 

長崎銀行 

健全性向上、収益力強化により 
企業価値とステータスを向上 

ＮＣＢモーゲージサービス 

担保評価システムの高度化など
営業店融資業務を効率化 

ＮＣＢオフィスサービス 

優秀な人材確保やシニアスタッフ
制度への取組みを強化 

西日本信用保証 

自動審査体制を充実、 
ローン営業室との連携を強化 

ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング 

ＮＣＢ経営情報サービスにシンクタ
ンク機能を付加、社名変更予定 

ＮＴＴデータＮＣＢ 

西日本シティ銀行のシステムの
品質向上を推進 

九州カード 

金融機関・他業態との連携強化
によりカード会員を拡大 

銀行業務受託 

 人材派遣 



7-6 

(3) 注力するビジネス分野 （単位：億円） 

 
 

事業性融資・住宅ローン・消費者ローン  預り資産ビジネス 

 

 

 

 
 

ソリューションビジネス  有価証券運用 

 

 

 

 
 
 
 
 

1,450

2,013

+1 ,3 50
52

63

19/3期 20/3期

見込

21/3期 22/3期 23/3期

期中手数料

期中販売額

(注）期中販売額の増加目標には新保険を

　　　含んでおりません。（手数料には含む）
20/3期比

＋45

46,700
45,510

+5 ,000

1,094
1,057

19/3期 20/3期

見込

21/3期 22/3期 23/3期

期中利息

期末残高

貸出金全体
20/3期比

＋125

10

5

19/3期 20/3期

見込

21/3期 22/3期 23/3期

20/3期比

＋30

期中収益

（手数料等）

15,29215,178

+4 ,3 00

217
224

19/3期 20/3期

見込

21/3期 22/3期 23/3期

20/3期比

＋70

期中利息

期末残高
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(4) 計数目標 

① 経営指標 

 
20 年 3 月期 
見込み 

23 年 3 月期 
目標 

ＲＯＥ 
（ 当 期 純 利 益 ベ ー ス ） 

7％台後半 9％程度 

ＯＨＲ 
（コア業務粗利益ベース） 

60％程度 55％程度 

連 結 自 己 資 本 比 率 9％台前半 9％台半ば 

連 結 T i e r Ⅰ 比 率 5％台後半 6％台半ば 

② 利益 

   
20 年 3 月期 
見込み 

23 年 3 月期 
目標 

業 務 粗 利 益  1,210 億円 1,340 億円 

経 費 (△) 740 億円 740 億円 

実 質 業 務 純 益  470 億円 600 億円 

当 期 純 利 益  190 億円 300 億円 

※ 単体ベース 

以 上 


